














































































































































（１２） Schnauder, Einreden aus dem Grundverhältnis gegen den ersten Wecsel- und Scheck-





























































































































































































交付に関する特別な合意にある」と述べている（Hueck/Canaris, Recht der Recht der Wert-
papiere, 12. Aufl. 1986, §17 I a）。カナリスが「原因債権が手形債権の法律上の原因であ
る」ことを「誤解」と断ずるのは、「原因関係（Grundverhältnis）における約束は、有価
証券の交付ではなく、金額の支払のみを義務づける」ため、「履行されるべき給付約束の
法律上の原因は、基礎にある債務関係には見出せない」からである（Schnauder, a. a. O.


































（２７） Zöllner, Die Wirkung von Einreden aus dem Grundverhältnis gegenüber Wecsel- und























































































































































































































































































（４６） Schnauder, a. a. O. (Fn. 12) S. 1046.
（４７） BGHZ 85, 346.
































（５０） Schnauder, a. a. O. (Fn. 12) S. 1046 f.
（５１） BGH NJW 1986, 1872.

































Casper, Wechselgesetz Scheckgesetz und Recht der Kartengestüten, 23. Aufl. 2008, WG
Art. 17 Rdnr. 77）。ここにいう「履行請求権が存在しないかまだ存在しない場合に手形債
権者が手形を行使しえないという手形法上の制限」とは、「契約当事者は、手形債権者と
しても原因取引に基づく以上の権利を自分自身のために請求し（てはなら）ない」という
ドイツ連邦裁判所の判示と一致するものであろう。
（５６） 鈴木竹雄・前田庸『手形法・小切手法（新版）』２５８頁以下（有斐閣、１９９２）。同旨、
田中・前掲注（２０）２２０頁、高窪・前掲注（４）３７２頁。
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手形を利用する如し）もある」という点を挙げる
（５７）
。
しかし、「二重手間を省く意味での不当利得の抗弁」という理由は、「すべ
て」の「原因」関係に基づく抗弁を手形抗弁として主張しうることの理由とは
なりえない。例えば「原因」契約上の同時履行の抗弁権は、「およそ理由のあ
る抗弁」といえようが、債務者がそれを主張せずに手形債務の支払をした場合
であっても、その後に「原因」契約が履行されたときには、「一たん手形の支
払をなした後再び不当利得でそれを取戻すというような二重の手続」は必要が
なくなるからである
（５８）
。
また、「原因」関係に基づく抗弁を信義則（民１条２項）又は権利濫用の禁
止（民１条３項）に基礎づけられる一般悪意の抗弁として法律構成する見解も
あるが
（５９）
、「原因」関係に基づく抗弁に関する明快な法律構成を見出しうる場合
には、一般条項による解決は不要であろう。
わが国においても、ドイツの伝統的学説に従って手形における「原因」関係
に基づく抗弁を不当利得の抗弁として法律構成する見解は、少数ながら有力で
ある
（６０）
。これに対し、川村正幸教授は、「上の見解はこのような構成を無因性と
（５７） 鈴木・前田・前掲注（５６）１３２頁。
（５８） 大塚龍児教授は、鈴木博士の見解に対し、「二重手間を省く意味での不当利得の抗弁
だというのでは、手形の流通期間中にたとえば取消、解除、別途弁済などの原因債権の無
効・消滅があった場合に、手形債務者の手形の返還請求権を基礎づけることはできない。
したがって、その事由が発生した後に原因債権者が手形を第三者に譲渡することを防ぐ実
体法上の手段はなく、その譲渡がなされてしまえば、第三者に害意がない以上（手１７条）
この者への支払は強制されることになってしまう」と述べ、このような見解は法的構成と
なっていないと批判する（大塚・前掲注（３７）１６７３頁）。しかし、手形交付の直接当事者
間における「原因」関係上の抗弁を「二重手間を省く意味での不当利得の抗弁」ととらえ
つつ、手形返還請求権を不当利得により基礎づけることは、必ずしも矛盾するものではな
いとも考えられる。
（５９） 弥永・前掲注（１７）１５９頁参照。
（６０） 木内宜彦『手形法小切手法（企業法学Ⅲ）第２版』２０９頁（勁草書房、１９８２）、大塚・
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いう概念の必然的要素とみるが、しかし、それは特殊ドイツ法的構成であるに
すぎない。今日、ドイツでは、不当利得の抗弁の構成によると不必要な範囲で
抗弁の排除を生じて、それでは対応しきれない領域が存在すると指摘され、不
当利得の抗弁という回り道は不要であると有力に主張されている。わが国は、
不当利得の抗弁という概念は実定法上に存在せず、また、ことさらに利用され
てこなかったといってよく、今日、不当利得の抗弁の構成を導入すべき必要性
はないであろう」と批判する
（６１）
。
わが国においては、確かに不当利得の抗弁権に関するドイツ民法８２１条のよ
うな規定は存在しない。しかし、民法学においては、不当利得が抗弁として主
張されうることは一般に肯定されており
（６２）
、「原因」債務の履行のためになされ
る場合における手形行為の「法律上の原因」が「原因」契約ではなく手形の交
付合意と解されるとしても、前述のように交付合意は「原因」債務の発生を停
止条件とし、その消滅を解除条件とするものと解されるから、わが国において
も、「原因」関係に基づく抗弁を不当利得の抗弁として法律構成することは理
論的に可能であろう。
しかしながら、「原因」契約が無効となった場合における手形返還請求を基
礎づけるために手形の交付を不当利得と位置づける必要があるとしても、それ
自体としては手形の返還を伴わない人的抗弁を不当利得の抗弁として法律構成
しなければならない必然性はない。そこで、わが国においても、「原因」関係
に基づく抗弁を手形の交付合意から直接導くことがむしろ自然であろう。
（４）「原因」関係に基づく抗弁の許容範囲
ドイツ連邦通常裁判所は、「原因」債務に存する同時履行の抗弁権のような
前掲注（３７）１６７４頁、田邊光・前掲注（３７）６０頁、渋谷・前掲注（３７）１６３頁以下参照。
（６１） 川村・前掲注（１７）２１８頁。同・前掲（４０）４６頁参照。
（６２） 四宮・前掲注（２４）１２４頁注（２）、藤原・前掲注（３３）４７頁参照。
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延期的抗弁を人的抗弁となるものと解しつつ、手形債権の無因性から「抗弁の
独立性」を完全には排除せず、「原因」債務の時効消滅を人的抗弁となるもの
とは解していないが、わが国においては、「原因」関係に基づく抗弁の許容範
囲をいかに解すべきであろうか。
上の問題も、手形の交付合意の内容如何に関わるが、「抗弁の独立性」の合
理性は必ずしも明確でなく、わが国においては、手形債権の無因性において
「抗弁の独立性」が歴史的に重視されてこなかったことに鑑みると、ドイツに
おけると異なり、「抗弁の独立性」に囚われる必要はないものと考える。すな
わち、「原因」関係に基づく抗弁の許容範囲に関する交付合意の内容は、「原
因」関係に基づく手形返還請求の許容範囲に関する交付合意のそれと異なり、
手形債権の「抗弁の独立性」を離れてもっぱら「原因」契約当事者の衡平とい
う観点から解釈されるべきである。
例えば「原因」債務に同時履行の抗弁（民５３３条）のような延期的抗弁が存
する場合、手形の返還請求は認められないと解されるが、「同時履行の抗弁
も、手形の請求に対して原因関係の抗弁にならないというなら、手形の振り出
しのゆえに、先履行が強制されるのを認めたことになり、不当」なものと解さ
れる
（６３）
。したがって、延期的抗弁は、人的抗弁となるものと解すべきである。
「原因」債務の履行のために手形が交付された場合、判例は、特に理由を明
らかにせずに「原因」債務の時効消滅が人的抗弁となるものと解する
（６４）
。学説の
多くは判例に従うが
（６５）
、これに反対する少数説も有力である
（６６）
。少数説において
（６３） 藤原・前掲注（３３）１８０頁注（１９）。
（６４） 最判昭和５３・１・２３民集３２巻１号１頁、最判昭和６２・１０・１６民集４１巻７号１４９７頁。
（６５） 最近の文献として、庄子良男「判批」落合誠一・神田秀樹編『手形小切手判例百選（第
６版）』１６２頁以下（有斐閣、２００４）、新里・前掲注（４１）５０６頁以下参照。
（６６） 林・前掲注（３７）１８１０頁以下、大塚・前掲注（３７）１６６５頁以下、田邊光・前掲注（３７）
６０頁、川村・前掲注（４０）４７頁、木内・前掲注（３７）３８４頁以下、渋谷・前掲注（３７）１６５
手形の無因性と「原因」関係に基づく抗弁に関する若干の考察
127
は、「原因」債務が時効消滅しても不当利得が発生しない点を強調する見解が
多いが、「原因」関係に基づく抗弁の許容範囲は、不当利得制度の趣旨を離れ
て解釈されるべきである。
「原因」債務の担保として手形が交付された場合に「原因」債務が時効消滅
したときは、債務者は債権者に対し手形の返還を請求しうると解する以上、当
然に人的抗弁を対抗しうると解される。これに対し、「原因」債務の履行の方
法として手形が交付された場合に「原因」債務が時効消滅したときは、債務者
は、債権者に対し手形の返還を請求しえないと解すべきであるが、債務者に人
的抗弁の対抗が認めなければ、消滅時効にかかった「原因」債務の履行を強制
されるのと同様の地位に債務者を置くこととなり、「債務者の時効制度から受
ける保護を無視することになる
（６７）
」。少数説の中には、「当事者間では、支払決済
という側面においては、手形の交付により以後原因債権は手形債権によりとっ
て代わられた関係にあ」ることを理由とするものもあるが
（６８）
、「原因」債務の支
払に代えて手形が交付された場合にはそのような理由が妥当するとしても，
「原因」債務の履行のために手形が交付された場合にはそのような理由は妥当
しない。したがって、「原因」債務の履行のために手形が交付された場合の「原
因」債務の時効消滅も、人的抗弁となるものと解すべきである。
以上の検討からすると、不当利得制度の趣旨を離れた「原因」契約当事者の
衡平は、「原因」関係に基づく抗弁をすべて人的抗弁と解することにより実現
されるものと解され、交付合意の内容としてドイツ連邦裁判所が述べる「契約
当事者は、手形債権者としても原因取引に基づく以上の権利を自分自身のため
に請求し（てはなら）ない」という原則は、わが国においては例外を認めない
ものとなる。
頁以下、濱田・前掲注（３７）１５７頁参照。
（６７） 新里・前掲注（４１）５０８頁。
（６８） 川村・前掲注（４０）４７頁。
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６ おわりに
ドイツにおける無因性は、「法律上の原因の独立性」と「抗弁の独立性」と
から成る。手形債務負担行為の「法律上の原因の独立性」については、わが国
においても、手形の流通を確保するという観点から肯定されるべきであるが、
売買契約のような「原因」債務の履行のために手形の交付がなされる場合に
は、手形債務が「原因」債務に対して新たに「追加」されることから、その場
合における手形行為の「法律上の原因」（民７０３条）は、売買契約のような「原
因」契約ではなく、手形の交付合意と解すべきである。もっとも、交付合意は、
「原因」債務の発生を停止条件とし、その消滅を解除条件とするものと解され
るため、「原因」契約が無効となった場合には、債務者は債権者に対し手形の
返還を請求しうる。交付合意は、他方において「原因」関係に基づく抗弁を直
接導き出すものと解すべきである。そして、手形債権の無因性においてその合
理性が必ずしも明確でない「抗弁の独立性」が歴史的に重視されてこなかった
わが国においては、ドイツにおけると異なり、手形債権の「抗弁の独立性」に
囚われる必要はない。それゆえ、交付合意の内容としての「原因」関係に基づ
く手形返還請求の許容範囲が手形債権の「法律上の原因の独立性」を踏まえて
解釈されるべきであるのに対し、交付合意の内容としての「原因」関係に基づ
く抗弁の許容範囲は、手形債権の「抗弁の独立性」を離れてもっぱら「原因」
契約当事者の衡平という観点から解釈されるべきである。したがって、両者
は、当然に一致するものではなく、例えば「原因」債務の履行の方法として手
形が交付された場合に「原因」債務が時効消滅したときは、債務者は、債権者
に対し手形の返還を請求しえないと解すべきであるが、消滅時効にかかった
「原因」債務の履行を強制されるのと同様の地位に債務者を置くことは妥当で
なく、債務者は、人的抗弁を対抗しうるものと解すべきである。そのような解
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釈の結果、わが国においては、ドイツにおけると異なり、交付合意の内容とし
てドイツ連邦裁判所が述べる「契約当事者は、手形債権者としても原因取引に
基づく以上の権利を自分自身のために請求し（てはなら）ない」という原則
は、例外を認めないものとなる。
以上が本稿における私見の要約であるが、私見は、堂々巡りの末にわが国の
通説的見解を肯定したにすぎないものともいえる。その意味では、私見が仮に
「交付合意論」と呼ばれうるものであるとすれば、「交付合意論」は、わが国
の通説的見解のひとつの法律構成を示すものとも捉えられよう。
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